
III. 証券取引等監視委員会の

活動方針と活動状況

２．主要な事例

（１）不公正ファイナンスへの偽計罪（金商法１５８条）の適用

（２）無登録業者等に対する裁判所の禁止命令等の申立て

（３）株式や社債等の無届募集への対応

（４）オリンパス㈱の不正会計事案

（５）ＡＩＪ投資顧問事案

（６）公募増資に係るインサイダー取引事案

（７）市場のグローバル化への対応
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アレンジャー

上場会社

「箱企業」

第三者割当割当先

増資払込金

現物出資の場
合は金銭債権・
不動産等

大量の新株式

実態を伴わない投融資等

払込用資金 現物出資財産

新株式売却

売却代金

（１）不公正ファイナンスへの偽計罪（金商法158条）の適用

流通市場での不公正取引のおそれ

増資情報によるインサイダー取引

・風説の流布・相場操縦など

資金還流

証券市場（流通市場）

コントロール
資金回流

払込用資金に

反社会的勢力の
関与、資金還流

資金消失

現物出資財産の水増し評価
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 従来型の金融商品取引法上の不公正取引：

インサイダー、株価操縦、風説の流布等いずれも“流通市場”
での犯罪

 しかし、単なる“流通市場”での問題にとどまらない不公正取
引の増大
 株式の発行過程での不適切な行為（見せ金増資、不動産を過大評価
した現物出資等）と絡めた“流通市場”での不公正取引

 証券の発行過程及び流通市場における複数の不適切な行為
を要素として構成される不公正取引

「不公正ファイナンス」とは
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不公正ファイナンスに利用される「箱企業」

 経営不振、資金繰り困難（銀行の融資困難）
 上場廃止基準（債務超過、時価総額基準等）への抵触

 第三者割当増資等ファイナンスの繰返し

 正体不明の者への割当て

 支配権の移動

 不透明な投融資
調達した資金は社外へ流出（投融資実施後焦げ付き、特別損失計上）

市場から資金を吸い上げるためだけの「箱企業」化
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上場企業の「箱企業」化への道

ビジネスモデル
の行き詰まり

第三者割当
（ﾌｧｲﾅﾝｽ）

不透明な
投 融 資

特別損失（債権
取立不能・貸倒
引当金 ・評価
損）計上

資金繰り悪化

資本の
毀 損

GC注記

債
務
超
過
回
避

不
透
明
な
投
融
資

監
査
法
人
交
替

？

役員派遣

第三者割当
（ﾌｧｲﾅﾝｽ）

第三者割当
（ﾌｧｲﾅﾝｽ）

新たなﾌｧｲﾅﾝｽ
資金への充当

特定のｸﾞﾙｰﾌﾟ等
への割当株式の
譲渡・集約、売却

支配権
の移動
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不公正ファイナンスを偽計罪（金商法158条）で告発した事例
銘柄

（告発年月）
概要 判決 会社

ペイントハウス
（21年7月）

経営不振に陥ったペイントハウスから、経営再建に係る支援の依頼を受け
た投資顧問業等を営む犯則嫌疑者が、同社に対し、自ら支配する投資
ファンドを引受先として第三者割当増資をさせた上で、同社に払い込まれ
た株式払込金を直ちに社外流出させる一方、同投資ファンドが取得した同
社株券を市場で売却して利益を得た事件。

22.2.18(東京地裁)
投資顧問会社役員：懲役2年6月(執行猶予4年)

罰金400万円
追徴金約3億147万円

22.11.30（東京高裁）：控訴棄却
23.3.23（最高裁）：上告棄却

18年7月
上場廃止
その後、㈱ティエムシーに
商号変更
22年4月
破産開始決定

ユニオンホール
ディングス
（21年12月）

ユニオンホールディングスの代表取締役であった犯則嫌疑者らが共謀の
上、実体のない法人を設立し、これを割当先とする第三者割当増資及び
第三者割当による新株予約権の発行を行う旨を公表の上、実際には本件
増資の相当部分は見せ金による水増し増資であるのに、予定通り資本増
強が行われた旨、虚偽の公表を行い、株価を上昇維持させた上で、本件
増資に係る新株等を売却した事件。

22.8.18（大阪地裁）
当該会社代表取締役：懲役3年(執行猶予5年)

罰金300万円
追徴金約2億5529万円

当該会社：罰金3000万円

22年2月
上場廃止

トランスデジタル
（22年3月）

トランスデジタルが資金繰りに行き詰まって経営破たんに陥る直前に第三
者割当により発行した新株予約権の行使に係る増資について、入金した
払込金を直ちに出金の上、再度別途の払込金として入金するということを
繰り返して行った架空増資を利用した事件。

22.11.24（東京地裁）
元当該会社顧問：懲役3年（執行猶予4年）
同代表取締役： 懲役2年6月（執行猶予4年）

20年9月
上場廃止
23年5月
破産開始決定

NESTAGE
（23年8月）

ＮＥＳＴＡＧＥの役員や増資引受先の役員等の犯則嫌疑者７名が、現物出
資を含む第三者割当増資を行うに際し、債務超過を解消するとともに、嫌
疑法人の株価をつり上げることを企て、現物出資財産（不動産）の価値を
過大評価した上、虚偽の内容を含む公表を行い、偽計を用いた事件。

23.10.11（大阪地裁）
引受先会社役員：懲役1年6月（執行猶予3年）
同会社員：懲役1年6月（執行猶予3年）
※以下、公判係属中（大阪地裁）
当該会社、同代表取締役会長、同取締役、同執行役員（1
名）

22年8月
上場廃止
23年4月
㈱ゲオが100％子会社化
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銘柄
（告発年月）

概要 判決 会社

井上工業
（23年12月）

井上工業株式会社の役員、増資引受先の組合員等の犯則嫌疑者４名が、
同社が第三者割当増資を行うに際し、株価を維持上昇させる目的で、同社
名義の預金口座から出金した金銭を、他の名義の預金口座を経由させて
増資引き受先の投資事業組合の預金口座に入金し、同組合名義で別の
同社名義の預金口座に入金させることで、新株式発行増資のほとんどの
払い込みを仮装し、虚偽の内容を含む公表を行い、偽計を用いた事件。

24.2.14（東京地裁）
投資事業組合組合員：懲役2年6月(執行猶予3年)
24.3.7（東京地裁）
当該会社社員Ｂ：懲役1年6月（執行猶予3年）
24.3.12（東京地裁）
当該会社社員Ａ：懲役2年（執行猶予3年）
証券ブローカー：懲役2年6月（執行猶予4年）

20年10月
上場廃止
破産開始決定

セラーテム
テクノロジー
（24年3月）

セラーテムテクノロジーの株価の上昇を図る目的で、真実は、中国企業株
主らが、当該中国企業を実質的に完全子会社化したセラーテムテクノロ
ジーの発行済株式の過半数を取得するなどの方法により、セラーテムテク
ノロジーの経営支配権を掌握するスキームであったにもかかわらず、セ
ラーテムテクノロジーの自己資金を、中国企業株主らが実質的に支配する
別の法人とセラーテムテクノロジーとの間で循環させる方法により、第三者
割当増資によって調達した資金で中国企業を買収したかのように偽装した
上、その事実を隠したまま虚偽の事実を公表し、偽計を用いた事件。

公判係属中（東京地裁）
元当該会社最高財務責任者
当該会社代表取締役
当該会社

24年7月
上場廃止

セイクレスト
（24年12月）

セイクレストの代表取締役であった犯則嫌疑者ら２名が、同社の自己資本
を増加させたように装って上場廃止を回避しようなどと考え、共謀の上、現
物出資を含む第三者割当増資において、現物出資財産である山林には募
集株式の払込金額に相当する価値がなく、引受人は割り当てられた株式
を短期間で譲渡する意図であったにもかかわらず、虚偽の内容を含む公
表を行い、偽計を用いた事件。

公判係属中（大阪地裁）
当該会社代表取締役
コンサルティング会社役員

23年5月
上場廃止
破産開始決定
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 平成21年7月14日告発

ロータス投資事業組合

ソブリンアセット
マネジメントジャパン㈱

代表取締役

㈱ペイントハウス

新株予約権行使に係る払
込金(H17.5.26)：約3億
4000万円

約3億3000万円社外流出
(H17.5.27)

① H17.5.26 TDnet適時開示： 「新株予約権行使により増資がなされた」

② H17.5.31 TDnet適時開示： 「26日の新株予約権行使により資本増強が行われている」

ペイントハウス事件参考概念図
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井上工業㈱

東証２部

H20.10.16 破産手続開始

アップル有限責任事業組合

A 社

8億円

8
億
円

7
億
円

7億円

H20.8.28
「第三者割当により発行される株式の募
集並びに第3回新株予約権の発行に関す
るお知らせ」

H20.9.24
「第三者割当による新株式発行の払込
完了に関するお知らせ」

7億円

井上工業事件参考概念図

（株）神商ほか

8億円

３億円

３億円

新株式（１億５千
万株）

割当株式は割当先経
由で第三者に流出し、
市場売却される

内は、監視委告発の範囲

新株式（一部）

新
株
式
（一
部
）

新株式
（一部）

①

②

③
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セラーテムテクノロジー事件参考概念図

㈱セラーテム
テクノロジー

7億5000万円

7億5000万円

7億5000万円

7億3800万円

7億5000万円

約7億4955万円

２回循環

7億5000万円

ＷＣＩ

ＴＨＧ

北京誠信

①（自己資金）

②

③ ④

⑤

⑥

完全支配（契約支配
型ストラクチャー）

Ｂ社

Ａ社

Ｃ社

北京誠信の株主

100%

100%

100%

・平成24年3月26日告発

(BVI)

(BVI)

(BVI)

(Hong Kong)

（中国）

（中国）

買収

91



㈱セイクレスト 偽計事案 犯則形態図

㈱セイクレスト
ジャスダック

（H23.5.2 破産申立）

犯則嫌疑者Ａ
（代表取締役）

純資産額
H21.3期 ▲7億5624万円
H22.3期 16億8630万円

H22.3.25 不動産 ２０億円割当先
(同)カナヤマ

Ｃ社
H22・2・9
売買

H22.3.25 金銭 １億２０００万円

資金調達
アドバイザー

「第三者割当による新株式（金銭出資及び現物出資）
の発行及び第４回株式会社セイクレスト新株予約権の
発行に関するお知らせ」

①本件土地について、20億円に相当する価値がな
かったのに、20億円に相当する価値がある旨
②セイクレストが本件土地を取得後に開発、販売する
実現可能な事業計画はなかったのに、㈱カナヤマ
コーポレーション及び㈱センチュリージャパンと共同事
業を行い、本件土地は2年間で完売する旨
③カナヤマは割り当てられた株式を短期間で第三者
に譲渡する意図であったのに、原則として長期保有す
る旨
虚偽の内容を含む公表を行った

H22.2.18 ＩＲ

実質支配

募集株式の払込金に相当する価値のない不動産

H22.3.25 株式 5,300,000株

和歌山県西牟婁郡白浜町

本件土地 84,031.04㎡

犯則嫌疑者Ｂ
（コンサルタント会社役員）

実質経営者
Ｄ

内 現物出資分 5,000,000株
金銭出資分 300,000株

人的関係
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 金商法158条（偽計罪）違反などを問うもの
 効果大。今後も手を緩めず。

 ただし、不特定多数の株主・投資家が蒙った損害
を、事後監視の方法によって回復することは困難

 未然防止にも力を入れる必要

多くの関係者を巻き込んだ議論、認識合わせが必要

 「不公正ファイナンス」という概念を採用
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（２）無登録業者に対する裁判所への禁止命令等の申立て

違反行為者 

＜金商法第１９２条＞ 

裁判所は、緊急の必要があり、かつ、公益及び投資者保護のため必要かつ適当であると認める

ときは、内閣総理大臣又は内閣総理大臣及び財務大臣の申立てにより、この法律又はこの法律

に基づく命令に違反する行為を行い、又は行おうとする者に対し、その行為の禁止又は停止を命

ずることができる。

監視委員会・財務局 

２．禁止・停止の申立て 

裁判所 

３.審問 

４．禁止・停止命令

金商法改正（平成 20
年 12月施行）により
監視委員会に権限が

委任。

金商法改正（平成

22 年 6 月施行）に
より命令違反の罰

則が強化。

１．監視委員会・財務局による調査 

金商法改正（平成

23年 11月施行）に
より、申立てに係る

裁判管轄が拡大。
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金融商品取引法違反行為に係る裁判所への申立て（実施状況）

被申立人 
申立日 

（申立てを行った裁判所）
申立ての内容 発令日

１．㈱大経 

他２名 

（東京都中央区） 

平成 22年 11 月 17 日

（東京地裁） 

無登録金商業（株券等の募集の取扱い等）の禁止 

➢㈱大経及び他２名は、金融商品取引業の登録を受けずに、㈱生物化学研究所が新

規に発行する株式及び新株予約権の取得勧誘を多数の一般投資家に対し行ってい

た。このほか、４つの会社に係る株式の取得勧誘を繰り返し行っていた。 

平成 22 年 11 月 26 日 

（東京地裁）

２．㈱生物化学研究所

（山梨県中央市） 

平成 22年 11 月 26 日

（甲府地裁） 

無届募集（株券等）の禁止 

➢㈱生物化学研究所は、有価証券届出書を提出せずに、㈱大経と連携して自社の株

式及び新株予約権の取得勧誘を多数の一般投資家に対し行っていた。

平成 22 年 12 月 15 日 

（甲府地裁）

３．ジャパンリアライズ㈱

他２名

（北海道札幌市）、（適格機

関投資家等特例業務届出

者） 

平成 23年４月 28 日 

（札幌地裁） 

無登録金商業（ファンドの私募等、運用）の禁止 

➢ジャパンリアライズ㈱及び他２名は、金融商品取引業の登録を受けずに、かつ、

特例業務の要件を逸脱して、20本のファンドの取得勧誘及び運用を行っていた。

平成 23 年５月 13 日 

（札幌地裁）

４．㈱ベネフィットアロー

他３名 

（東京都中央区）、（適格機

関投資家等特例業務届出

者） 

平成 23年６月 24 日 

（東京地裁） 

無登録金商業（ファンドの私募等の取扱い）の禁止 

➢㈱ベネフィットアロー及び他３名は、金融商品取引業の登録を受けずに、他の特

例業務届出者から委託を受けて、多数の一般投資家に対し、当該特例業務届出者が

運営するファンドの取得勧誘を行っていた。

・平成 23 年７月５日 

（東京地裁） 

（被申立人１名） 

・平成 23 年７月 15 日 

（東京地裁） 

（上記１名以外の被申立人ら） 

５．㈱Ｅファクトリー及び

㈱エクセレント他１名

（東京都新宿区）、（適格機

関投資家等特例業務届出

者） 

平成 23年 12 月 22 日

（東京地裁） 

適格機関投資家等特例業務（自己私募）を行うに当たっての虚偽告知の禁止

➢Ｅファクトリー、㈱エクセレント及び他１名は、その運営する複数のファンドに

係る契約の締結の勧誘に際し、顧客に交付したパンフレット等における手数料及び

分配報酬金の支払い並びに主要投資対象先の経営実態に関する表示が事実と著し

く相違するものであった。

平成 24 年２月３日 

（東京地裁） 
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ファンドの販売、運用を業として行うには、金融商品取引法上登録が必要。ただし、以下の要件を満た
すものは届出のみで可能

⇒ この要件を逸脱した場合は、無登録営業に該当

　　○ファンドの販売 　　○ファンドの運用

Xファンド
有価証券等に
５０％超投資

一般投資家
（４９名以下）

適格機関
投資家

（１名以上）

（注）同種のファンドを継続的に販売、運用している場合には、通算で49名以下が要件（販売の場合には６ヶ月の通算）

Xファンド

適格機関
投資家

（１名以上）

一般投資家
（４９名以下）

（注） （注）

取得勧誘 出資 運用
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（３）株式や社債等の無届募集への対応

対応 事件概要

告発 ㈱丸美に係る無届社債券募集事件
犯則嫌疑者は、多数の一般投資家に社債券を募集して資金を調達し
ようと企て、有価証券届出書を提出せずに約1万5000名に対して社債券
取得申込を勧誘し、募集した。（平成23年2月9日 犯則嫌疑法人及び犯
則嫌疑者を告発。平成24年5月現在、公判係属中）

課徴金① ワールド・リソースコミュニケーション㈱（旧アフリカントラスト㈱及びアフ
リカンパートナー㈱）は、有価証券届出書を提出せずに多数の投資家に
対して社債券取得申込を勧誘し、募集を行い、延べ46百名以上の投資
家に総額約86億円の社債券を取得させた。（平成23年4月15日 勧告、
同年9月22日 課徴金１億9,441万円決定）

課徴金② 東亜エナジー㈱は、有価証券届出書を提出せずに多数の投資家に対し
て社債券取得申込を勧誘し、募集を行い、延べ14百名以上の投資家に
総額約27億円の社債券を取得させた。（平成23年6月28日 勧告、同年8
月24日 課徴金6,092万円決定）

裁判所への禁止命令
等の申立て

無届募集（株式等）の禁止等
㈱生物化学研究所は、㈱大経と連携して、有価証券届出書を提出せ
ずに多数の投資家に対して自社の株式及び新株予約権の取得申込を
勧誘し、募集した。（平成22年11月26日 申立て、平成22年12月 裁判
所の命令が発令）
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○ 社債券について４９名以下に勧誘

【参考】 少人数私募の考え方

社債Ａ ４９名以下

…

○ 社債券について５０名以上に勧誘
４９名以下が取得

勧誘

社債Ｂ 勧誘

取得

取得

取得

取得せず

…

…

×

× 取得せず

４９名以下
５０名以上

募集

【問題事例】

○ おおまかな利率を示して５０名以上に勧誘
回号ごとに利率をわずかに変え、各回４９名以下が取得

勧誘時

社債Ｃ

発行時

…

勧誘 ５０名以上

この段階で
「募集に」該当

×
×

社債Ｃ ①

社債Ｃ ②

社債Ｃ ③

…

４９名以下

４９名以下

４９名以下

発行

少人数私募
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（４）オリンパス㈱問題の経緯 ①

2011/10/14

2011/10/21
2011/10/26

2011/11/1
2011/11/8

2011/11/10

2011/12/1

2011/12/6    
2011/12/7

2011/12/14
2011/12/15

2012/1/8
2012/1/17
2012/1/20

2012/4/20

オリンパス 第三者委員会 東京証券取引所

ウッドフォード社長解職

（菊川氏が後任）

高山社長就任

損失隠しを認める旨公表

四半期開示を法定期限（11/14）
までに提出できない旨公表

（12/14までに提出しないと
自動的に上場廃止）

ウッドフォード氏、取締役辞任

第三者委の報告を踏まえた当社の

対応について（経営改革委員会、

取締役と監査役の責任調査委員会の設置等）

四半期開示、訂正有価証券報告書等提出

経営改革委員会の立ち上げ、

臨時株主総会（3～4月）、
上場維持等の努力と事業の継続等について公表

取締役責任調査委員会の調査を受けて訴訟を提起

監査役等責任調査委員会の調査を受けて訴訟を提起

臨時株主総会

10/21 設置方針発表

11/1 設置
11/8 調査対象拡大

12/6 報告書公表

11/10 監理銘柄（確認中）

12/6 監理銘柄（審査中）

12/14 解除

1/20 上場維持の判断
特設注意銘柄、上場違約金

監理銘柄（審査中）解除
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オリンパス㈱問題の経緯②（刑事訴追）

2011.12.21 監視委、東京地検、警視庁が強制調査
2012. 2.16 同上（19/3、20/3の虚偽記載容疑）

東京地検が元役員3名、外部協力者1名を逮捕
警視庁が他の外部協力者3名を逮捕

3. 7 東京地検が元役員3名、外部協力者1名を再逮捕
（21/3、22/3、23/3の虚偽記載容疑）
警視庁が他の外部協力者3名を逮捕

起訴
2名
3/28

19年3月期、20年3月期
（国内3社関連）

詐欺容疑
（国内3社関連）

21年3月期、22年3月期、23年3月期
（ジャイラス社優先株関連）

法人 元役員3名 外部協力者

告発

起訴

3/6

3/7

3/6

3/7

3名
3/6

3/7

1名
3/28

3/28

法人 元役員3名 外部協力者

告発

起訴
3/28 3/28 1名

3/28
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2012.4.13 証券取引等監視委員会から課徴金勧告 １億9,181万9,994円

○ 19年３月期から23年６月期までの有価証券報告書、半期報告書、四半期報告書を対象

○ 課徴金納付命令勧告の対象としたこれらの有価証券報告書等については、いずれも訂

正報告書が提出されているが、それら訂正報告書については、課徴金納付命令勧告の対

象とはしていない

2012.7.11 金融庁から課徴金納付命令

（参考）課徴金と刑事罰の調整

課徴金納付命令の決定の時に同一事件について公訴が提起されている場合には、裁判が確定

した時から決定の効力が生ずることとなる。

この場合、罰金の確定裁判があった場合には、課徴金の額は罰金の額が控除された額に変更

され、その変更の処分の文書の謄本が送達された時から効力が発生することになる。また、罰

金の額が課徴金の額を上回った場合には、納付命令自体が取り消されることとなる。

* 有価証券報告書虚偽記載の刑事罰

（個人）10年以下の懲役若しくは１千万円以下の罰金又はこれらの併科

（法人）７億円以下の罰金

オリンパス㈱問題の経緯③（課徴金）
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損失分離スキームの概要

【 ヨ ー ロ ッ パ ・ ル ー ト 】【シンガポール・ルート】 【国内ルート】

当社グループ

欧州系外国銀行

簿外ファンド（本来は連結対象）

国内新規事業を投資
対象とする外国籍

ファンド
（ＧＣＮＶＶ）

（本来は連結対象）

欧州系外国銀行
シンガポール支店

国債等/預金
（有価証券/現預金を

資産計上）

口座担保貸付

ファンドへの投資
（有価証券等を資産計上）

左記欧州系外国銀行の
関連会社が運用する外

国籍ファンド
（ＧＩＭ）

（本来は連結対象）

社債購入/出資

出資
（出資金／投資有価証券を

資産計上）

債券引受

預金
（現預金を資産計上）

預金担保貸付

注：シンガポール・ルートは、2005年３月期以降、ファンド（ＳＧ Ｂｏｎｄ Ｐｌｕｓ）に対する投資（投資有価証券として資産計上）に変更

含み損のある金融資産

点
線
内
は
、
本
来
、
連
結
対
象
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損失解消スキーム（国内３社関係）の概要

当社グループ

簿外ファンド（ＧＴ）
簿外ファンド（ＧＣＮＶＶ）

(国内ルート）

簿外ファンド（ＮＥＯ） 簿外ファンド（ＩＴＶ）

国内３社
（アルティス、ヒューマラボ、ＮＥＷＳ ＣＨＥＦ）

簿外ファンド（ＤＤ）

④ 2004年4月
～2005年3月 出資

②2005年7月
出資

① 2005年12月
出資等

③2003年12月
～2006年1月 出資

⑧ 2006年3月
17億円 購入

⑤ 2006年3月
購入

⑥ 2006年3月
購入

⑦ 2006年3月
90億円 購入

⑫ 2008年3月
152億円 購入

⑨ 2008年3月
318億円 購入

⑩ 2008年4月
96億円 購入

⑪ 2008年4月
40億円 購入

2007年9月
ファンドの期限前解約により国内
3社株式等を現物償還

ヨーロッパ・ルートの
銀行借入を返済

ヨーロッパ・ルートの
投資ファンドを償還

ヨーロッパ・ルートの投資
ファンドを償還

国内ルートの解消
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損失解消スキーム（ジャイラス関係）の概要

当社グループ

簿外ファンド （ＳＧ Ｂｏｎｄ Ｐｌｕｓ）

ＡＸＥＳグループ

ワ
ラ
ン
ト
引
受
権

買
取
代
金

ワ
ラ
ン
ト
引
受
権

現
金

ジ
ャ
イ
ラ
ス
優
先
株

ジ
ャ
イ
ラ
ス
優
先
株

買
取
代
金

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
・
ル
ー
ト
の
投
資
フ
ァ
ン
ド
を
償
還

2007年11月2008年9月 2010年3月

53億円 579億円
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損失分離スキームに係る資産勘定の推移の概要

【 ヨ ー ロ ッ パ ・ ル ー ト 】【シンガポール・ルート】 【国内ルート】

遅くとも
2000年3月期

現預金
勘定
（欧州系

外国銀行）

2005年3月期

投資有価
証券勘定
(SG Bond

Plus)

2010年3月期

償 還

有価証券
勘定
(国債等）

2008年3月期

現預金
勘定
（欧州系
外国銀行）

有価証券
勘定/
投資有価
証券勘定
(GIM）

2007年3月期

出資金
勘定/
投資有価
証券勘定
(GCNVV）

国内3社株等に
より現物償還

償 還
2009年3月期

2011年3月期

預金払戻し
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金融担当大臣発言（抄）（2011年12月16日）

オリンパス社において、長年に亘り損失先送りが行われていたことは、適切な情報開示や
投資者保護の観点から極めて遺憾。今後、制度の運用面を含め、所要の点検・検討を行
い、適切な再発防止策を講じていく必要。

（１）企業統治のあり方

証券取引所が設置を求めている独立役員等について、その独立性や役割の明確化
等が図られるよう、証券取引所の規則や開示ルールの見直しが必要。

（２）会計監査のあり方

会計不正に対応するための監査手続き等の充実を図っていく必要。

（３）外部協力者

外部協力者の行為の是正・予防に向けた対応を検討。

（４）検査・モニタリングの強化等

有価証券報告書等の適正確保のため、検査・モニタリングの強化を図っていくことが
必要。あわせて、Ｍ＆Ａ等に関する開示の充実のための方策について、証券取引所
等と連携して検討。

オリンパス等の不正会計事案への対応について
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会計不正に対応した監査基準の改訂について

○ 昨年５月より企業会計審議会監査部会において、会計不正等に対応した監査手
続等のあり方を検討し、現在、「監査における不正リスク対応基準（案）」をパブ
リック・コメント中。

○ ３月を目途に新基準をとりまとめる予定。

「監査における不正リスク対応基準（案）」のポイント

◆ 現行の監査基準からは独立した基準とし、監査人が行うべき不正に対応した監査
手続を一括して整理。

◆ 不正による重要な虚偽表示を示唆する状況（事業上の合理性が明らかでない企業
の買収等）を例示列挙し、これに該当した場合は、経営者に説明を求めるとともに、追
加的な監査手続を実施しなければならない。

◆ 監査人が交代する場合には、監査上の重要事項（不正リスクの有無、企業との重
要な意見の相違等）の伝達や監査調書の閲覧の応諾を義務付け。
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（５）ＡＩＪ投資顧問事案

① 虚偽の事実を告げて投資一任契約
の勧誘を行う行為
② 顧客へ虚偽の運用報告書を交付
③ 虚偽の事業報告書を提出
④ 忠実義務違反

犯則調査

検査

立入り
1/23 2/17

連絡

顧客資産の
運用状況に
ついて疑義

2/17
報告徴求

2/23 2/24
業務停止命令（１ヵ月）

① 検査に協力すること
② 顧客の状況、財産の運用・管理
状況を早急に把握すること
③ 顧客への説明、十分な対応
④ 会社財産を不当に費消しない
⑤ 運用財産について、管理を徹底
するなど万全の措置

業務改善命令

3/23 登録取消し

業務改善命令

① 顧客への説明、適切な対応
② 運用財産の管理・保全に
必要とされる協力を速やかに
かつ適切に行うこと
③ ②に必要な情報を顧客に
速やかにかつ適切に開示・提供
④ 運用財産について必要かつ
適切な管理・保全措置
⑤ 会社財産を不当に費消しない
⑥ その他運用財産と顧客保護
のために必要かつ適切な対応

行政処分勧告
3/22

行
政
対
応

監督

強制調査着手3/23
（投資一任契約締結に関する偽計）

AIJ投資顧問への対応
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AIJ投資顧問・ITM証券 関係年表
金 融 庁（監督局） 

証券取引等監視委員会
行政処分 一斉調査 

2012（平 24）年
1月 23日（月）

AIJに対する検査着手（初回）
ITMに対する検査着手（通算 4回目）

2月 17日（金）
監視委より連絡
（AIJの顧客資産の運用状況に疑義）

AIJに対し報告徴求命令（期限：１週間）

 金融庁へ連絡

（AIJの顧客資産の運用状況に疑義）

23日（木） AIJからの報告書を受理

24日（金） AIJに対し行政処分①
（業務停止命令 1ヶ月） 「一斉調査」実施を表明

29日（水） 「一斉調査（第 1次）」開始
（投資一任業者全社へ報告徴求命令）

3月 14日（水） 投資一任業者から報告書受理

22日（木） AIJ・ITMに対する行政処分を求める勧告

23日（金）
監視委の処分勧告を受け、行政処分②
AIJ…登録取消し、業務改善命令

ITM…業務停止 6ヶ月、業務改善命令

AIJほか関係先への強制調査着手

4月 6日（金）
「一斉調査（第 1次）」の結果公表

「一斉調査（第 2次）」開始

27日（金） 「東京年金経済研究所（石山社長）」を無登
録業者として警告 「一斉調査（第 2次）」の報告書受理

「平成 24年度証券検査基本方針及び
証券検査基本計画」を公表
①投資一任業者への集中的な検査の実施
②年金運用ホットラインを開設

6月 19日（火） ③

7月 9日（月）

7月 30日（月）

8月 3日（金） ITM に対する行政処分を求める勧告

8月 10日（金） 監視委の処分勧告を受け、行政処分③
ITM…登録取消し、業務改善命令

9月 4日（火） 「一斉調査（第 2次）」の現時点で
把握している全体的な傾向を公表

9月 19日（水）

10月 5日（金）

※９月４日（火）、「AIJ投資顧問株式会社事案を踏まえた資産運用に係る規制・監督等の見直し（案）」を公表・意見募集（期限：10月 4日（木））。

詐欺容疑で逮捕（AIJ・浅川社長、高橋取締役 ITM・西村社長、小菅取締役）

金商法違反等で告発・起訴（AIJ・浅川社長、高橋取締役 ITM・西村社長）、詐欺容疑で再逮捕（AIJ・浅川社長、高橋取締役 ITM・西村社長、小菅取締役）

金商法違反等で告発・起訴（AIJ・浅川社長、高橋取締役 ITM・西村社長）

引
続
き
検
査

犯
則
事
件
の
調
査

金商法違反等で告発・起訴（AIJ・浅川社長、高橋取締役 ITM・西村社長）

金商法違反等で告発・起訴（AIJ・浅川社長、高橋取締役 ITM・西村社長） 109



概要図

AIA（ファンド管理会社）
（英領バージン諸島）
Director：浅川 和彦

AIJ投資顧問

ファンド受託銀行
（ケイマン諸島）

アイティーエム証券
代表取締役：西村 秀昭

代表取締役：浅川 和彦

投資一任契約

100%
出資

監査事務所
（ケイマン）

監査

業務委託

AIM グローバルファンド
（ケイマン諸島籍）

ファンド受託銀行（代理人）
（香港）

信託契約

デリバティブ取引、投資事業組合への出資等

国内信託銀行

顧客（年金基金）

信託契約

買付申込

買付指図

監査報告

買付申込

運用

投資一任契約

監査報告

シグマキャピタル
投資事業組合

ディバーシファイド・
ストラテジー
投資事業組合

22%
出資

58%
出資

実質
支配

（注）本資料は、説明のために簡略化しており、一部、省略やデフォルメされているところがある。 110



資金の流れ

（注）本資料は、説明のために簡略化しており、一部、省略やデフォルメされているところがある。

ファンド受託銀行
（代理人）（香港）

金融ブローカー
（シンガポール）

顧客（年金基金）

国内信託銀行

アイティーエム証券

ﾍﾞﾝﾁｬｰｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ
ｱﾙﾌｧ投資事業組合

アイティーエム証券

※市場デリバティブ取引
（日経225先物・オプション、日本国債
先物・オプション）

ﾍﾞﾝﾁｬｰｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ
ｱﾙﾌｧ2号投資事業組合

海外ファンド
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H15.3期 H16.3期 H17.3期 H18.3期 H19.3期 H20.3期 H21.3期 H22.3期 H23.3期 合 計

デリバティブ取引

損益
▲0 ▲16 ▲34 ▲270 ▲40 ▲186 ▲37 ▲501 ▲7 ▲1,092

AIJ作成純資産額
（※虚偽の数値）

63 129 301 704 957 1,140 1,786 1,932 2,090

ファンド受託銀行

作成純資産額
63 102 204 250 389 295 780 266 251

デリバティブ取引損益及び純資産額の推移
単位：億円

（注）本資料は、説明のために簡略化しており、一部、省略やデフォルメされているところがある。

（※1）平成15年3月期から平成23年3月期のデリバティブ取引損益は、AIMグローバルファンドに係る監査報告書の数値。

（※2）AIJ作成純資産額は、AIJ投資顧問が顧客に報告している各ファンド毎の一口あたり純資産額に各会計期間末の残口数を乗じた数値。

（※3）ファンド受託銀行作成純資産額は、ファンド受託銀行がファンド管理会社に報告している純資産額。
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ファンドの基準価額の算定・送付の流れ

（注）本資料は、説明のために簡略化しており、一部、省略やデフォルメされているところがある。

※基準価額を算定
（外部監査事務所の監査対象）

投資事業組合持分
に係る報告（簿価）

基準価額を通知

※虚偽の基準価額を作成 虚偽の基準価額
の送付

ファンド受託銀行

AIA
（ファンド管理会社）

AIJ投資顧問 アイティーエム証券＝

信託銀行顧客（年金基金）

虚偽の基準価額の送付

虚偽の基準
価額の連絡

アイティーエム証券海外ファンド

デリバティブ取引報告

金融ブローカー

ファンド時価を報告
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監査報告書作成・送付の流れ

ファンド受託銀行
記録を監査

保護預り口座
の内容を通知

AIA
（ファンド管理会社）

ＡＩＪ投資顧問 アイティーエム証券
（名義上のファンド受益者）

顧客（年金基金） 信託銀行

ファンドの

投資先の状況
の通知

＝

開示拒絶

監査事務所

信託契約

監査報告書の
内容を確認
せず手交

×
ファンドの監査報告書が
含まれているファンド運
用報告書の開示請求

（注）本資料は、説明のために簡略化しており、一部、省略やデフォルメされているところがある。 114



解約時の資金の流れ（転売スキーム）

ＡＩＭグローバルファンド

新規顧客

新規顧客

アイティーエム証券

解約顧客

解約顧客

ﾍﾞﾝﾁｬｰｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄｱﾙﾌｧ
投資事業組合

ﾍﾞﾝﾁｬｰｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄｱﾙﾌｧ
2号投資事業組合

（AIMｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌｧﾝﾄﾞの出資先）

※価格は水増しベースで取引。

（注）本資料は、説明のために簡略化しており、一部、省略やデフォルメされているところがある。 115



AIMグローバルファンドの資金の収支概要 (※１）

収入 支出・運用等

顧客（年金基金等）からの受け入れ

株の売買益等

1,458

14

運用による損失 1,092

顧客（年金基金等）への解約等の支
払い

17

委託手数料

管理報酬等

監査報酬等

61

45

6

投資事業組合への出資 181

うち現預金

その他AIMｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌｧﾝﾄﾞ持分等
海外ファンド持分

現預金

32（※2）

21

49（※3）

収入計 1,472 支出・運用等計 1,472

単位：億円

（※1）平成15年３月期から平成23年３月期のAIMグローバルファンドに係る監査報告書の数値を集計したもの（「投資事業組合への
出資」の内訳を除く）。

（※2）「投資事業組合への出資」の「うち現預金」は、直近（24年３月）の残高を記載。
（※3）「現預金」の直近（24年３月）の残高も、49億円。
（注）本資料は、説明のために簡略化しており、一部、省略やデフォルメされているところがある。 116



AIJ「再発防止策」 （平成24年9月4日（火）公表）の進捗状況（平成25年1月時点）

１．第三者（国内信託銀行等）によるチェックが有効に機能する仕組み
（「基準価額」や「監査報告書」が国内信託銀行に直接届く仕組みなど）

（１）国内信託銀行によるファンドの「基準価額」「監査報告書」の直接入手
（２）国内信託銀行によるファンドの「基準価額」等の突き合せ

２．顧客（年金基金等）が問題を発見しやすくする仕組み
（運用報告書等の記載内容の充実など）

（１）運用報告書等の記載事項の拡充
（２）運用報告書等の交付頻度の引上げ
（３）年金基金の「プロ成り」要件の限定
（４）投資一任業者等によるチェック体制の整備

３．不正行為に対する牽制の強化
（投資一任業者等による「虚偽」の報告や勧誘等に対する制裁強化）

投資一任業者等による ①顧客に交付する運用報告書等の虚偽記載、②勧誘の際の虚偽告知及
び③投資一任契約の締結に係る偽計に対する罰則の引上げ

４．投資運用業者等に対する規制・監督・検査の在り方の見直し

（１）事業報告書(当局宛て提出書類)の記載事項の拡充
（２）投資一任業者に対する監督の強化
（３）投資一任業者に対する検査の強化
（４）検査・監督の強化のための体制整備

内閣府令・監督
指針の改正によ
り対応済

内閣府令・監督
指針の改正によ
り対応済（注）

（注）法律改正事項
（下線）については
次期通常国会に
提出

次期通常国会に
提出

内閣府令・監督
指針等の改正
事項については
対応済
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証券会社
（アイティーエム証券）

〔 海外 〕

当局 ④.監督・検査を強化

②.報告書の内容を拡充

③.罰則を強化

ファンド

監査事務所
※監査を実施

信託銀行等
※ファンドの時価

を計算

①.正しい情報の伝達投資一任

信託

運用指図

年金基金 信託銀行

（資産管理）

投資一任業者
（ＡＩＪ投資顧問㈱）

①と②
により照合

AIJ事案を踏まえた資産運用に係る規制・監督等の見直し（案）
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824,442 

1,237,153 

425,379 

162,113 

2,719,820 

1,755,564 

502,021 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

百万円

（出所）日本証券業協会 「全国上場会社のエクイティファイナンスの状況」各年資料

（６）公募増資に係るインサイダー取引事案

全国上場会社による国内株券発行額（新規公開以外）の推移
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銘柄 ：日本板硝子（東1、大1:5202）
公表日 ：平成22年8月24日 16時00分
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（注）ジャパン･アドバイザリー合同会社については、監視委からの取引調査に基づく行政処分勧告を受けて、関東財務局は、平成 24 年６月 29 日、投資助言･代理業の登録取消し

の処分を実施。

発行会社 
公募増資 

公表日 
主幹事証券会社等 インサイダー取引行為者 

課徴金勧告日 

（納付命令日） 
課徴金額 

〈参考〉 

ファンドの 

得た利得額 

〈参考〉 

違反行為の 

取引金額 

国際石油開発帝石 
平成 22 年 

７月８日 
野村證券 

（旧）中央三井ｱｾｯﾄ信託銀行 

（（現）三井住友信託銀行） 

平成 24 年３月 21 日 

（平成 24 年６月 27 日）
５万円 1,455 万円 1 億 124 万円

日本板硝子 
平成 22 年 

８月 24 日 
ＪＰモルガン あすかｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

平成 24 年５月 29 日 

（平成 24 年６月 26 日）
13 万円 6,051 万円 4 億 6,537 万円

みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙ 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

平成 22 年 

６月 25 日 
野村證券 

（旧）中央三井ｱｾｯﾄ信託銀行 

（（現）三井住友信託銀行） 

平成 24 年５月 29 日 

（平成 24 年６月 27 日）
８万円 2,023 万円 1 億 8,418 万円

東京電力 
平成 22 年 

９月 29 日 
野村證券 

ﾌｧｰｽﾄ･ﾆｭｰﾖｰｸ証券 

個人 

平成 24 年６月８日 

（審判手続中） 

1,468 万円 

６万円 

－ 

－ 

8,051 万円 

44 万円 

日本板硝子 
平成 22 年 

８月 24 日 
大和証券 ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ合同会社

平成 24 年６月 29 日 

（平成 25年１月８日）
37 万円 1,624 万円 5 億 4,178 万円

ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞﾒﾓﾘ 
平成 23 年 

７月 11 日 
野村證券 ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ合同会社

平成 24 年 11 月２日 

（審判手続中） 
12 万円 564 万円 3,041 万円 

重要事実 

の伝達 

発行会社
（上場会社）

主幹事証券会社等 機関投資家・ヘッジファンド等

引受部門

引受契約の
締結交渉 

営業・リサー
チ部門 

チ
ャ
イ
ニ
ー
ズ
ウ
ォ
ー
ル

重要事実を知りながら、 

公表前に株の空売り・売付け 

ファンド・マネージャー、トレーダー等

「公募増資に関連したインサイダー取引」の事案 

営業・リサー
チ部門社員 

（情報伝達者）

重要事実

を保有

公募増資 

（重要事実） 職務に関して
重要事実を知る
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① JAL（東京）

ジャパン・アドバイザリー

合同会社

投資助言業者

（実態は投資運用）

③シンガポール

投資運用業者

（実態は売買執行）

②米国大手ヘッジファンド
グループで投資運用業を営む

東京市場

証券会社

投資助言

④ケイマン籍ファンド

JALが実質的に運用

完全子会社

米国大手ヘッジファンドスキーム

売買の執行

実態は売買の
指示

日本 海外
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引受証券会社と内外のプロ投資家

公募増資
（重要事実）

発行会社
（上場会社）

チ
ャ
イ
ニ
ー
ズ
ウ
ォ
ー
ル

引受部門 営業・リサー
チ部門

営業・リサー
チ部門社員
(情報伝達者)

職務に関して
重要事実を知る

重要事実
を保有

主幹事証券会社等

引受契約 販売・勧誘

内外のプロ投資家

機関投資家
ヘッジファンド等

主要な情報の管
理の徹底

＜バイサイド＞
・情報収集・分析力の飛躍的向上
・市場におけるプレゼンスの向上

＜セルサイド＞

法人関係情報
の管理体制

バイサイドからの
強いプレッシャー

（日常的な
コンタクト）
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部分と全体

発行体 投資家

ＩＮ ｜ ＯＵＴ ＩＮ ｜ ＯＵＴ

・活力、競争力
・流動性、取引の円滑
・公正性、透明性
・投資者保護、信頼

・経営方針、戦略
・財務の健全性
・業務の適切性
・内部管理体制

・担当業務
・動機と報酬
・就業規律

Ａ社 B社

市場

引受証券会社
（市場の仲介者）

役員等
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公募増資インサイダー問題等への対応

平成24 年７月４日
金融審議会
会長吉野直行殿

金融担当大臣松下忠洋

金融庁設置法第７条第１項第１号により
下記のとおり諮問する。

記

最近の公募増資に関連したインサイダー取
引などを踏まえ、我が国市場の公正性・透明
性に対する投資家の信頼を確保する観点から、
情報伝達行為への対応、課徴金額の計算方法
その他近年の違反事案の傾向や金融・企業実
務の実態に鑑み必要となるインサイダー取引
規制の見直しを検討すること。 126



（金融審資料）
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行政処分

情報管理態勢の点検実施

罰則・課徴金の対象に

情報伝達
運用担当者等

発行会社
（上場会社）

主幹事証券会社 機関投資家

チ
ャ
イ
ニ
ー
ズ
ウ
ォ
ー
ル

引受部門 営業部門

証券市場

取
引

課徴金額の
引上げ

今後の対応

課徴金（・罰則）

「公募増資に関連したインサイダー取引」事案への対応
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「近年の違反事案及び金融・企業実務を踏まえたインサイダー取引規制をめぐる制度整備について」の概要
【金融審議会金融分科会インサイダー取引規制に関するワーキング・グループ報告】（平成24年12月25日）

○情報伝達・取引推奨行為に対する規制

○その他

○資産運用業者が顧客の計算で違反行為を行った場合

（参考）現行の課徴金額の計算方法

○金融商品取引所における取組み

運用報酬（月額）
対象銘柄の最大額

運用財産の総額
×

○金融庁・証券取引等監視委員会における取組み

○金融業界における取組み

○公開買付け等に係る規制の対象者の範囲拡大

○公開買付け等事実の情報受領者が行う一定の取引に係る適用除外

○重要事実を知る前の契約・計画に基づく売買等の適用除外

○重要事実を知っている者の間での取引に係る適用除外

⇒違反行為に対するより実効性のある抑止策

氏名の公表；違反抑止の観点から注意喚起のために実行行為者
の氏名を公表（補助的な役割を担った者を除く）

⇒注意喚起のため違反行為の中心的役割を担った者等の氏名を公表

課徴金額の；売買手数料（例えば３ヶ月分）、引受手数料（増資に
係る売さばき業務に関連した違反の場合）計算方法

Ⅰ．情報伝達・取引推奨行為に対する規制等

Ⅳ．インサイダー取引等の未然防止等に向けた取組み

Ⅲ．近年の金融・企業実務を踏まえた規制の見直し

Ⅱ．「他人の計算」による違反行為に対する課徴金の見直し

⇒運用報酬を継続的に得ることが可能であることを踏まえ、一定期間
（例えば３ヶ月）の運用報酬全体を基準として課徴金額を計算

・ 情報受領者によるインサイダー取引の発生を防止していくためには、
不正な情報伝達をいかに抑止していくかが重要な課題

・ 金商法の目的を踏まえ、上場会社の通常の業務・活動に支障が生じ
ないように配意しつつ証券市場・金融商品取引と結びついた
不正な情報伝達・取引推奨を規制

〔考え方〕

〔上場株券等の仲介業者〕

・ 機関投資家等の運用担当者等が取引上の立場を利用して重要事実
を要求するなどにより、インサイダー取引を行った場合

・ 資産運用業者は、違反行為によって将来にわたり継続的に運用報酬
を維持･増加させることが可能

・ 資産運用業者が違反行為によって得る利得は違反行為に係る対象
銘柄に対応する部分だけでなく、顧客からの運用報酬全体に及んで
いる

（証券市場のｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟｰとして公共性の高い役割）

「取引を行わせる目的」等で情報伝達・取引推奨を行い、インサイダー
取引等が行われた場合に刑事罰・課徴金の対象

〔規制対象〕

取引行為者

証券市場

伝達・推奨 取引

①「取引を行わせる目的」等 ②インサイダー取引等が行われたこと

重要事実を知っている

会社関係者
（伝達・推奨者）

〔考え方〕

※上記規制の対象とならない情報漏えいについては、法人関係情報の適切な管理を
定めた業規制により抑止を図っていく
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（参考）近年の金融・企業実務を踏まえた規制の見直し等

○公開買付け等に係る規制の対象者の範囲拡大

※現在、被買付企業については、公開買付者等との間の契約の存在等
によりインサイダー取引規制を適用

⇒公開買付者等から伝達を受けた被買付企業が、インサイダー取引規制
の対象者に当たることを明確に位置付け

○金融庁・証券取引等監視委員会における取組み

・ 課徴金事例集についてより実務の参考となるよう取り組む等

○金融業界における取組み

・ 証券会社における法人関係情報の管理態勢の点検・改善等を継続

・ 日証協の自主規制ルールの見直し、エンフォースメントの強化等

○金融商品取引所における取組み

・ 不正な情報伝達を行った者の所属する上場会社に対する情報
提供・注意喚起

・ スクープ報道がされた場合の適切な開示に向けた取組み

○公開買付け等事実の情報受領者が行う一定の取引に係る適用除外

公開買付け情報を伝達
公開買付者

被買付企業

情報受領者

買付けは禁止

・ 現在、公開買付け等事実の情報受領者による被買付企業の株券等の
買付けは、公開買付者等が当該事実を公表するまで原則禁止

×

○重要事実を知っている者の間での取引に係る適用除外

・ 現在、第一次情報受領者と第二次情報受領者との間で行う取引は
適用除外の対象外

第一次情報受領者会社関係者 第二次情報受領者

売買等 売買等

×○

⇒第一次情報受領者と第二次情報受領者との間の取引も適用除外の
対象とする

○重要事実を知る前の契約・計画に基づく売買等の適用除外

・ 現在は、限定列挙による適用除外

⇒売買等の具体的な内容が事前に定められているなど、裁量的でない
ものについて、包括的に適用除外を規定することにより、適用除外
範囲を拡大

⇒情報受領者が公開買付けを行う場合に「公開買付開始公告」及び
「公開買付届出書」に伝達を受けた情報を記載した場合には適用除外

⇒情報受領者が最後に伝達を受けてから相当の期間（例えば６ヶ月）
経過した場合には適用除外

Ⅲ．近年の金融・企業実務を踏まえた規制の見直し

Ⅳ．インサイダー取引等の未然防止等に向けた取組み
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（７）市場のグローバル化への対応

海外当局による処
分発表日

摘発した海外当局 被処分者（処分） 銘柄名 違反行為

H16.10.21 シンガポール
通貨監督庁（MAS）

シンガポール政府投資公社の
従業員（制裁金）

㈱三井住友フィナン
シャルグループ

内部者取引

H18.8.1 英国金融サービス機構
（FSA）

英国ヘッジファンドのGLG
Partners LP及びその元役員
（制裁金）

㈱三井住友フィナン
シャルグループ

内部者取引

H18.12.13 香港証券先物委員会
（SFC）

クレディ・スイス（香港）リ
ミテッドのトレーダー（懲戒
処分）

住友軽金属工業㈱ 内部者取引

H23.9.15 香港証券先物委員会
（SFC）

香港の投資運用会社のオアシ
スマネジメントLLC及びその
最高運用責任者（戒告処分、
制裁金）

㈱日本航空 相場操縦、不正行為

１．海外当局による摘発事例
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告発日 嫌疑者 違反行為 連携した主な海外当局

H21.4.27

（東京地裁判決は
H21.12.10)

ジェイ・ブリッジ㈱

取締役会長

内部者取引 シンガポール

通貨監督庁（MAS）

H24年3月6日及び同28
日
（公判係属中）

オリンパス㈱、同社役員及び協
力者

虚偽有価証券報告書提出 ー

H24年3月16日
（公判係属中）

㈱セラーテムテクノロジー

及び同社役員

偽計（架空増資） ー

H24年7月9日、同30日、
9月19日及び10月5日

（公判係属中）

AIJ投資顧問㈱及び同社役員等 投資一任契約の締結に係る偽計 ー

＜告発＞

２．証券監視委による主な摘発等の事例

＜課徴金納付命令勧告＞

※連携した主な海外当局欄は、対外公表時に海外当局名を明らかにしたもののみ記載。

勧告日 勧告対象者 違反行為 銘柄名 連携した主な海外当局

H24.6.8

※審判手続中

・First New York Securities L.L.C. 

・個人

内部者取引 東京電力㈱ 米国証券取引委員会
（SEC）

H24.6.29
（課徴金納付命令は
H25.1.8）

ジャパン・アドバイザリー合同
会社

内部者取引 日本板硝子㈱ ー

H24.11.2

※審判手続中

ジャパン・アドバイザリー合同
会社

内部者取引 エルピーダメモリ㈱ ー

H24.12.13

※審判手続中

タイガー･アジア・パートナー
ズ・エルエルシー

相場操縦 ヤフー㈱ 米国証券取引委員会
（SEC）
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違反事実の概要
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ご清聴ありがとうございました

情報提供は
https://www.fsa.go.jp/sesc/watch/

tel: 03-3581-9909

年金運用ホットラインは
http://www.fsa.go.jp/sesc/support/pension.htm

tel: 03-3506-6627

公益通報の通報・相談は
http://www.fsa.go.jp/sesc/koueki/koueki.htm

tel: 03-3581-9854
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